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－ 235 －

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：自立型経済発展資源の創出

重点施策事業名：産業間連携おきなわブランド戦略推進事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 マーケティング戦略推進課

１ 事業の目的・内容
消費者目線での市場調査に基づくおきなわブランド戦略を策定し、農・商・観と連携

した取組の中で本県のブランド力を強化するとともに、そのブランド力を各産業の高付

加価値化や生産性向上等に繋げることで、持続性の高い稼ぐ力に繋げる。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

産業間連 22,287 １ 産業間連携お 21,981 １ 産業間連携お ☆
携おきな きなわブランド きなわブランド 最終予算額

わブラン 戦略推進事業 戦略推進事業 22,287
ド戦略推 執行率
進事業 ・消費者ニーズを ・消費者調査を実 98.6％

把握するため、消 施 。 国 内 ・ 国 外 の 不用額
費者理解を軸とし 消費者に対して調 306
た農林水産、商工、 査 を し 、 お き な わ
観光分野のマーケ ブ ラ ン ド の 強 み を
ティング（消費者） 分析し 、ターゲッ ト
調査を行い、その と ブ ラ ン ド 価 値 の
結果を踏まえ、お 仮説を立てた。
きなわブランド戦 ま た 、調査の結果
略を策定するため を踏まえ、おきな
の産業間連携会議 わブランド戦略を
を開催する。また、 策定するための産
おきなわブランド 業間連携会議を開
戦略の考え方を県 催した。さらに、
や民間事業者の取 おきなわブランド
組に浸透させるイ 戦略の考え方を県
ンナーブランディ や民間事業者の取
ングのためのワー 組に推進するイン
クショップ等を開 ナーブランディン
催する。 グのためのワーク

ショップを開催し
た。

３ 事業の効果 /課題
(1) 産業間連携おきなわブランド戦略推進事業
効果： おきなわブランド戦略策定のための消費者調査を実施した。競合と比

較しての沖縄の強み・弱みを把握し、おきなわブランド戦略素案を作成
した。
また、併せておきなわブランド戦略セミナーを３回実施し、県職員だ

けではなく、観光関連事業者や食品製造業者、バス会社等から延べ 95名
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：自立型経済発展資源の創出

重点施策事業名：産業間連携おきなわブランド戦略推進事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 マーケティング戦略推進課

１ 事業の目的・内容
消費者目線での市場調査に基づくおきなわブランド戦略を策定し、農・商・観と連携

した取組の中で本県のブランド力を強化するとともに、そのブランド力を各産業の高付

加価値化や生産性向上等に繋げることで、持続性の高い稼ぐ力に繋げる。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

産業間連 22,287 １ 産業間連携お 21,981 １ 産業間連携お ☆
携おきな きなわブランド きなわブランド 最終予算額

わブラン 戦略推進事業 戦略推進事業 22,287
ド戦略推 執行率
進事業 ・消費者ニーズを ・消費者調査を実 98.6％

把握するため、消 施 。 国 内 ・ 国 外 の 不用額
費者理解を軸とし 消費者に対して調 306
た農林水産、商工、 査 を し 、 お き な わ
観光分野のマーケ ブ ラ ン ド の 強 み を
ティング（消費者） 分析し 、ターゲッ ト
調査を行い、その と ブ ラ ン ド 価 値 の
結果を踏まえ、お 仮説を立てた。
きなわブランド戦 ま た 、調査の結果
略を策定するため を踏まえ、おきな
の産業間連携会議 わブランド戦略を
を開催する。また、 策定するための産
おきなわブランド 業間連携会議を開
戦略の考え方を県 催した。さらに、
や民間事業者の取 おきなわブランド
組に浸透させるイ 戦略の考え方を県
ンナーブランディ や民間事業者の取
ングのためのワー 組に推進するイン
クショップ等を開 ナーブランディン
催する。 グのためのワーク

ショップを開催し
た。

３ 事業の効果 /課題
(1) 産業間連携おきなわブランド戦略推進事業
効果： おきなわブランド戦略策定のための消費者調査を実施した。競合と比

較しての沖縄の強み・弱みを把握し、おきなわブランド戦略素案を作成
した。
また、併せておきなわブランド戦略セミナーを３回実施し、県職員だ

けではなく、観光関連事業者や食品製造業者、バス会社等から延べ 95名
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：データ活用プラットフォーム構築事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和８年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
県内産業のデータ活用を推進し、ＤＸ推進基盤となるデータ活用プラットフォ

ーム構築に要する経費

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

データ活 86,996 １ データ活用プ 86,878 １ データ活用プ ☆
用プラッ ラットフォーム ラットフォーム 最終予算額

トフォー 構築事業 構築事業 86,996
ム構築事 執行率
業 ・産業分野におけ ・産業分野におけ 99％

る利活用を促進す る利活用を促進す 不用額
るため、官民のデ るため、官民のデ 118
ータを利用しやす ータを利用しやす
く提供するウェブ く提供するウェブ
サイト「沖縄オー サイト「沖縄オー
プンデータプラッ プンデータプラッ
トフォーム」を構 トフォーム」を構
築するとともに、 築し、 4 8種類 49 6
相談対応やセミナ 件のデータを掲載
ー開催等により企 した。また、相談
業のニーズを掘り 対応やセミナー開
起こし、オープン 催等により企業の
データの利活用を ニーズを掘り起こ
支援する。 し、オープンデー

タの利活用を支援
した。
・相談支援： 10件
・実証支援：５件

３ 事業の効果 /課題
(1) データ活用プラットフォーム構築事業
効果： 「沖縄オープンデータプラットフォーム」の構築、官民のオープンデー

タの掲載と合わせた先進的な利活用事例の掲載、セミナー開催や企業へ
の相談支援等により、企業におけるオープンデータの利活用が促進され
た。

課題： 更なるオープンデータの利活用促進に向け、プラットフォームに掲載
するデータの充実を図るため、官・民のデータ保有者に提供を働きかけ
るとともに、先進的な利活用事例を創出するため、実証支援の件数を増
やしていく必要がある。

が参加し、ワークショップ形式で戦略的思考トレーニングやブランド戦
略の作り方を学んだ。

課題： これまで縦割り行政の中で各部がバラバラにブランドを作ってきたこ
ともあり、さまざまなブランドがそれぞれ違うターゲット、違うコンセ
プトの下で取り組まれており、プロダクトアウト的な要素も強く効率的
とは言えなかった。農林・商工・観光分野が同じ方向を向き、連携した
取組を行う必要がある。
また、策定した後、ブランド戦略が形骸化してしまうと、誰も知らな

い戦略となってしまう。そのため県庁内や民間に浸透するためのインナ
ーブランディングに力を入れることで、行政の施策や民間の取組に落と
し込むことができ、官民が同じ方向を向いた取組をすることで、観光消
費や域外市場での需要拡大に繋げることができる。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：データ活用プラットフォーム構築事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和８年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
県内産業のデータ活用を推進し、ＤＸ推進基盤となるデータ活用プラットフォ

ーム構築に要する経費

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

データ活 86,996 １ データ活用プ 86,878 １ データ活用プ ☆
用プラッ ラットフォーム ラットフォーム 最終予算額

トフォー 構築事業 構築事業 86,996
ム構築事 執行率
業 ・産業分野におけ ・産業分野におけ 99％

る利活用を促進す る利活用を促進す 不用額
るため、官民のデ るため、官民のデ 118
ータを利用しやす ータを利用しやす
く提供するウェブ く提供するウェブ
サイト「沖縄オー サイト「沖縄オー
プンデータプラッ プンデータプラッ
トフォーム」を構 トフォーム」を構
築するとともに、 築し、 4 8種類 49 6
相談対応やセミナ 件のデータを掲載
ー開催等により企 した。また、相談
業のニーズを掘り 対応やセミナー開
起こし、オープン 催等により企業の
データの利活用を ニーズを掘り起こ
支援する。 し、オープンデー

タの利活用を支援
した。
・相談支援： 10件
・実証支援：５件

３ 事業の効果 /課題
(1) データ活用プラットフォーム構築事業
効果： 「沖縄オープンデータプラットフォーム」の構築、官民のオープンデー

タの掲載と合わせた先進的な利活用事例の掲載、セミナー開催や企業へ
の相談支援等により、企業におけるオープンデータの利活用が促進され
た。

課題： 更なるオープンデータの利活用促進に向け、プラットフォームに掲載
するデータの充実を図るため、官・民のデータ保有者に提供を働きかけ
るとともに、先進的な利活用事例を創出するため、実証支援の件数を増
やしていく必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：ワーケーション活用型沖縄 IT活性化事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
県外 IT企業と県内各産業、学生との交流を促進するため、セミナー・ワークセ

ッション等に取り組む事業者（コワーキングスペース等）を支援するための経費

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ワーケー 4,977 １ ワーケーショ 4,674 １ ワーケーショ ★
ション活 ン活用型沖縄 IT ン活用型沖縄 IT 最終予算額

用型沖縄 活性化事業 活性化事業 4,977
IT活性化 執行率
事業 ・県内のコワーキ ・県内のコワーキ 93.9%

ングスペース運営 ングスペース運営 不用額
事業者による、ワ 事業者による、ワ 303
ーケーションで来 ーケーションで来
訪する県外 IT企業 訪する県外 IT企業
・人材と、県内 IT ・人材と、県内 IT
企業・他産業及び 企業・他産業及び
学生等との交流を 学生等との交流を
促進する様々な取 促進する取組（セ
組を支援する。 ミナー、ワークセ

ッション等）を支
援した。

【実績】
・支援事業件数：

４件
・セミナー、ワー
クセッション等へ
の累計参加者数：

241名

３ 事業の効果 /課題
(1) ワーケーション活用型沖縄 IT活性化事業
効果： セミナーやワークセッション等の開催による県外 IT企業・人材との交

流を通して、相互の連携・協働の促進が図られた。
課題： 本事業の成果をもとに事業者の取組を継続させ、新たなビジネスの創

出、地域課題の解決、県外からの企業誘致等に繋げる必要がある。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：沖縄 DX促進支援事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
県内企業が取り組む DXの促進に要する経費

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄 DX促 152,060 １ 沖縄 DX促進 144,522 １ 沖縄 DX促進 ☆
進支援事 支援事業 支援事業 最終予算額

業 152,060
・ DXに関する相談 ・ D Xに関する相談窓 執行率
窓口の設置や、経 口の設置や、経営者 95.0％
営者向けセミナー 向けセミナーの開催 不用額
の開催による DXの による DXの啓発、 DX 7,538
啓発、 DX計画策定 計画策定へのハンズ
へのハンズオン支 オン支援、企業が I T
援、企業が IT企業 企業と連携して行う D
と連携して行う DX X導入の取組に対する
導入の取組に対す 補助を行った。
る補助を行う。

【実績】
・相談件数： 70件
セミナー開催： 5回

・ DX計画策定支援
： 15社

・ DX促進支援補助金
： 10社

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄 DX促進支援事業
効果： 経営者向けセミナーによる DXの意識啓発や、 DX計画策定のハンズオン

支援、 DX導入の取組に対する補助を通じて各産業における企業の DXに向
けた取組を促進することができた。

課題： すべての産業分野において DXを促進するためには、引き続きセミナー
等による啓発、ハンズオンなどによる支援を行う必要がある。また、経
営者だけでなく従業員も自社変革のために取り組むことが重要であるた
め、企業内の DX推進体制の構築が必要である。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：ワーケーション活用型沖縄 IT活性化事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
県外 IT企業と県内各産業、学生との交流を促進するため、セミナー・ワークセ

ッション等に取り組む事業者（コワーキングスペース等）を支援するための経費

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ワーケー 4,977 １ ワーケーショ 4,674 １ ワーケーショ ★
ション活 ン活用型沖縄 IT ン活用型沖縄 IT 最終予算額

用型沖縄 活性化事業 活性化事業 4,977
IT活性化 執行率
事業 ・県内のコワーキ ・県内のコワーキ 93.9%

ングスペース運営 ングスペース運営 不用額
事業者による、ワ 事業者による、ワ 303
ーケーションで来 ーケーションで来
訪する県外 IT企業 訪する県外 IT企業
・人材と、県内 IT ・人材と、県内 IT
企業・他産業及び 企業・他産業及び
学生等との交流を 学生等との交流を
促進する様々な取 促進する取組（セ
組を支援する。 ミナー、ワークセ

ッション等）を支
援した。

【実績】
・支援事業件数：

４件
・セミナー、ワー
クセッション等へ
の累計参加者数：

241名

３ 事業の効果 /課題
(1) ワーケーション活用型沖縄 IT活性化事業
効果： セミナーやワークセッション等の開催による県外 IT企業・人材との交

流を通して、相互の連携・協働の促進が図られた。
課題： 本事業の成果をもとに事業者の取組を継続させ、新たなビジネスの創

出、地域課題の解決、県外からの企業誘致等に繋げる必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名： ResorTech Okinawa推進事業（継続）

事 業 期 間：平成 30年度～令和 13年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
IT見本市の開催支援、県内全体のＤＸに向けた支援施策や民間の取組等の集約

・発信に要する経費

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ResorTec 64,100 １ ResorTech Oki 64,011 １ ResorTech Oki ☆
h Okinaw nawa推進事業 nawa推進事業 最終予算額

a 推進事 64,100
業 ・ ResorTech EXPO ・ ResorTech EXPO 執行率

(IT見本市 )の開催 (IT見本市 )の開催 99.9％
支援を行うととも 支援を行うととも 不用額
に、 IT導入・ DXに に、 IT導入・ DXに 89
関する事例や支援 関する事例や支援
施策、セミナー等 施策、セミナー等
の情報を W e bサイ の情報を W e bサイ
トへ集約し県内企 トへ集約し県内企
業へ発信する。 業へ発信した。

[実績 ]
ResorTech EXPO

参加企業： 160社

来場者： 13,814人

Webサイ トでの情報

発信

事例紹介： 30件

セミ ナ ー 等案 内

： 50件

３ 事業の効果 /課題
(1) ResorTech Okinawa推進事業
効果： 県が支援した IT見本市において、県内外の IT企業と他産業の連携・共

創に資するソリューションが多数展示され、多くのマッチングの機会を
創出することができた。
また、 Webサイトにおいて、 IT導入や、 DXに取り組む企業の紹介、支

援施策や、セミナー等の情報を県内企業に発信し、県全体の DXに向けた
機運の醸成が図られた。

課題： IT見本市を、「国際 IT見本市」としてより発展させていくため、国内
のみならず、海外からの出展を増やす必要がある。
また、 DXに取り組む県内企業を増やしていくため、引き続き、先進事

例の紹介や支援施策、セミナー等の情報発信を行う必要がある。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名： ICTビジネス高度化支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 25年度～令和８年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
情報通信産業の稼ぐ力を強化するため、県内 IT事業者が実施する高付加価値な I

Tビジネスの開発や他産業の DXに資するデジタル技術の開発・実証等を支援する経
費

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

I C Tビ ジ 217,346 １ I C Tビジネス 204,358 １ I C Tビジネス ☆
ネス高度 高度化支援事業 高度化支援事業 最終予算額

化支援事 217,346
業 ・県内 IT事業者の ・県内 IT事業者の 執行率

ビジネス構築、技 ビジネス構築、技 94.0％
術高度化、事業化 術高度化、事業化 不用額
に向けた取組に対 に向けた取組に対 12,988
して、それぞれの して、それぞれの
事業ステージに応 事業ステージに応
じた支援（補助、 じた支援（補助、
ハンズオン支援） ハンズオン支援）
を実施する。 を 22件実施した。

３ 事業の効果 /課題
(1) ICTビジネス高度化支援事業
効果： 県内 IT事業者が実施する AI等を活用した ITビジネスや、観光及び農業

等の DXに資するデジタル技術の開発・実証等を支援することにより、県
内 IT事業者の技術開発力の強化や高付加価値型ビジネスへの転換を促進
した。

課題： 事業化に向け、補助事業終了後もフォローアップを行うなど、継続的
な支援を行う必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名： ResorTech Okinawa推進事業（継続）

事 業 期 間：平成 30年度～令和 13年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
IT見本市の開催支援、県内全体のＤＸに向けた支援施策や民間の取組等の集約

・発信に要する経費

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ResorTec 64,100 １ ResorTech Oki 64,011 １ ResorTech Oki ☆
h Okinaw nawa推進事業 nawa推進事業 最終予算額

a 推進事 64,100
業 ・ ResorTech EXPO ・ ResorTech EXPO 執行率

(IT見本市 )の開催 (IT見本市 )の開催 99.9％
支援を行うととも 支援を行うととも 不用額
に、 IT導入・ DXに に、 IT導入・ DXに 89
関する事例や支援 関する事例や支援
施策、セミナー等 施策、セミナー等
の情報を W e bサイ の情報を W e bサイ
トへ集約し県内企 トへ集約し県内企
業へ発信する。 業へ発信した。

[実績 ]
ResorTech EXPO

参加企業： 160社

来場者： 13,814人

Webサイ トでの情報

発信

事例紹介： 30件

セミ ナ ー 等案 内

： 50件

３ 事業の効果 /課題
(1) ResorTech Okinawa推進事業
効果： 県が支援した IT見本市において、県内外の IT企業と他産業の連携・共

創に資するソリューションが多数展示され、多くのマッチングの機会を
創出することができた。
また、 Webサイトにおいて、 IT導入や、 DXに取り組む企業の紹介、支

援施策や、セミナー等の情報を県内企業に発信し、県全体の DXに向けた
機運の醸成が図られた。

課題： IT見本市を、「国際 IT見本市」としてより発展させていくため、国内
のみならず、海外からの出展を増やす必要がある。
また、 DXに取り組む県内企業を増やしていくため、引き続き、先進事

例の紹介や支援施策、セミナー等の情報発信を行う必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：スタートアップ・エコシステム構築支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 26年度～令和 13年度

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
革新的な技術やビジネスモデルの事業化に挑むスタートアップ企業の創出や、

段階的・持続的なスタートアップを生み出す仕組みを構築するため、関連企業へ
の技術実証等による事業化や集積拠点の運営支援等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ス タ ー ト 127,741 １ スタートアップ 106,753 １ スタートアップ ☆
ア ッ プ ・ ・ エコ シ ス テ ム構 ・エコシステム構 最終予算額

エ コ シ ス 築支援事業 築支援事業 113,975
テ ム 構 築 ・官民連携によるス ・国、大学、金融機 執行率
支援事業 タートアップ支援組 関や支援機関等と協 93.7％

織の設立・運営、ベ 議を行い、産学官金 不用額
ンチャーキャピタル の 4 5団体で構成する 7,222
等とのマッチング支 おきなわスタートア

援やスタートアップ ップ・エコシステム

の初期の資金調達支 ・コンソーシアムを

援等の多面的な支援 設立。

を実施する。 ・ビジネスコンテス

ト等を 1 6回開催し、

延べ 8 6社のスタート

アップが参加。

・投資家を延べ 1 7人

招聘し、延べ 9 7社に

メンタリングを実施。

・スタートアップの

ビジネスモデルの事

業化検証６件の支援

を実施。

３ 事業の効果 /課題
(1) スタートアップ・エコシステム構築支援事業
効果： 本事業の支援を受けた起業家・スタートアップのうち、法人設立

３社、新規顧客の獲得６社、資金調達６社、県外支援プログラム採
択２社となった。また、おきなわスタートアップ・エコシステム・
コンソーシアムの設立により、県内のスタートアップ支援に係る連
携体制が強化された。

課題： スタートアップの創出に向けては、革新的な技術やアイディアをビジ
ネスにつなげるイノベーション人材が少ないこと、また、スタートアッ
プの成長に向けては、県外からスタートアップを誘致する仕組みが無い
こと、スタートアップの事業拡大に必要な資金調達の手段が限られてい
ることなどの課題を抱えている。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：先端 IT人材育成支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和７年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
IoT、 AIなど高度なデジタル技術や先端的な ITビジネスのノウハウ習得に係る

研修、他産業との連携によるビジネスを展開できる中核人材の育成に要する経費

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

先端 IT人 55,068 １ 先端 IT人材育 55,045 １ 先端 IT人材育 ☆
材育成支 成支援事業 成支援事業 最終予算額

援事業 55,068
・先端技術に関す ・先端技術に関す 執行率
る各種講座やプロ る各種講座やプロ 99.9％
ジェクトマネジメ ジェクトマネジメ 不用額
ントスキル等の育 ントスキル等の育 23
成講座を開催し、 成講座を開催し、
先端技術人材や中 先端技術人材や中
核 人 材 を 育 成 す 核 人 材 を 育 成 し
る。 た。
また、県内 IT企 また、県内 IT企

業等の経営者等を 業等の経営者等を
対象とした先端技 対象とした先端技
術に関するセミナ 術に関するセミナ
ーを開催する。 ーを開催した。

【実績】
・講座開催： 40回
・受講者：

延べ 325人
・セミナー開催：
５回

３ 事業の効果 /課題
(1) 先端 IT人材育成支援事業
効果： IT先端技術の習得に向けた講座やプロジェクトマネジメントスキル講

座等の開催により、受講者の ITスキル、プロジェクトマネジメントやマ
ーケティング等の知識・技術が高度化、強化された。

課題： 県内 IT企業のビジネスの高度化や転換を促進していくためには、必要
とされる人材の技術力や講座の実施時期等のニーズを的確に捉え事業を
実施していく必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：先端 IT人材育成支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和７年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
IoT、 AIなど高度なデジタル技術や先端的な ITビジネスのノウハウ習得に係る

研修、他産業との連携によるビジネスを展開できる中核人材の育成に要する経費

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

先端 IT人 55,068 １ 先端 IT人材育 55,045 １ 先端 IT人材育 ☆
材育成支 成支援事業 成支援事業 最終予算額

援事業 55,068
・先端技術に関す ・先端技術に関す 執行率
る各種講座やプロ る各種講座やプロ 99.9％
ジェクトマネジメ ジェクトマネジメ 不用額
ントスキル等の育 ントスキル等の育 23
成講座を開催し、 成講座を開催し、
先端技術人材や中 先端技術人材や中
核 人 材 を 育 成 す 核 人 材 を 育 成 し
る。 た。
また、県内 IT企 また、県内 IT企

業等の経営者等を 業等の経営者等を
対象とした先端技 対象とした先端技
術に関するセミナ 術に関するセミナ
ーを開催する。 ーを開催した。

【実績】
・講座開催： 40回
・受講者：

延べ 325人
・セミナー開催：
５回

３ 事業の効果 /課題
(1) 先端 IT人材育成支援事業
効果： IT先端技術の習得に向けた講座やプロジェクトマネジメントスキル講

座等の開催により、受講者の ITスキル、プロジェクトマネジメントやマ
ーケティング等の知識・技術が高度化、強化された。

課題： 県内 IT企業のビジネスの高度化や転換を促進していくためには、必要
とされる人材の技術力や講座の実施時期等のニーズを的確に捉え事業を
実施していく必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名： DX人材養成事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
企業や業界等の DXに必要な中核人材の養成講座の実施等に要する経費

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

DX人材養 45,285 １ DX人材養成事業 40,873 １ DX人材養成事業 ☆
成事業 最終予算額

・ D X推進の中核人 ・ D X推進の中核人 45,285
材を養成する座学 材を養成する座学 執行率
及び実践的な講座 及び実践的な講座 90.3％
を実施する。 を実施した。 不用額

4,412
〈実績〉
講座回数： 29回
受講人数：延べ

189名

３ 事業の効果 /課題
(1) DX人材養成事業
効果： DX推進リーダー、 DXコンサルタント、データ活用人材の各養成講座を

実施することにより、 DX推進に必要な知識及びスキルの向上が図られ、
DX推進に向けた中核人材の育成に繋がった。

課題： すべての産業分野において DXを推進するためには、より多くの企業等
に対して講座の受講を促す必要がある。また、受講生が実際に中核人材
として活躍できるよう、受講後のフォローが必要である。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：産業人材デジタルリテラシー強化事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
全産業のデジタルリテラシーの向上を図るため、従業員が入門的なデジタル技

術の知識や活用ノウハウを習得できるよう支援するための経費。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

産業人材 30,023 １ 産業人材デジ 28,300 １ 産業人材デジ ★
デジタル タルリテラシー タルリテラシー 最終予算額

リテラシ 強化事業 強化事業 30,023
ー強化事 執行率
業 ・幅広い業種の従 ・ 幅 広 い 業 種 の 94.3％

業員を対象に、日 従業員を対象に、 不用額
常業務でデジタル 日常業務でデジタ 1,723
技術が使いこなせ ル技術が使いこな
るよう、基礎的な せるよう、基礎的
知識習得のための な知識習得のため
セミナー等を開催 のセミナー等を開
する。 催した。

【実績】
・セミナー及び講
座参加人数合計：

387名
・デジタルリテラ
シーセミナー :

９回
・デジタル技術利
活用講座 : ９回
・ 基 礎 セ ミ ナ ー
(追加 )： ５回

３ 事業の効果 /課題
(1) 産業人材デジタルリテラシー強化事業
効果： デジタル技術に関する基礎的な知識やスキルの習得を内容とするセミ

ナーや利活用講座に加え、デジタルへの苦手意識克服等のための基礎セ
ミナーを追加実施することにより、県内企業の従業員のデジタルリテラ
シーの向上が図られた。

課題： 企業や従業員のニーズに応じたカリキュラム内容とすることや、各産
業団体等と連携して幅広く周知すること等により、より多くの従業員等
の参加を促しデジタルリテラシーの向上を図っていく必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：産業人材デジタルリテラシー強化事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 ＩＴイノベーション推進課

１ 事業の目的・内容
全産業のデジタルリテラシーの向上を図るため、従業員が入門的なデジタル技

術の知識や活用ノウハウを習得できるよう支援するための経費。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

産業人材 30,023 １ 産業人材デジ 28,300 １ 産業人材デジ ★
デジタル タルリテラシー タルリテラシー 最終予算額

リテラシ 強化事業 強化事業 30,023
ー強化事 執行率
業 ・幅広い業種の従 ・ 幅 広 い 業 種 の 94.3％

業員を対象に、日 従業員を対象に、 不用額
常業務でデジタル 日常業務でデジタ 1,723
技術が使いこなせ ル技術が使いこな
るよう、基礎的な せるよう、基礎的
知識習得のための な知識習得のため
セミナー等を開催 のセミナー等を開
する。 催した。

【実績】
・セミナー及び講
座参加人数合計：

387名
・デジタルリテラ
シーセミナー :

９回
・デジタル技術利
活用講座 : ９回
・ 基 礎 セ ミ ナ ー
(追加 )： ５回

３ 事業の効果 /課題
(1) 産業人材デジタルリテラシー強化事業
効果： デジタル技術に関する基礎的な知識やスキルの習得を内容とするセミ

ナーや利活用講座に加え、デジタルへの苦手意識克服等のための基礎セ
ミナーを追加実施することにより、県内企業の従業員のデジタルリテラ
シーの向上が図られた。

課題： 企業や従業員のニーズに応じたカリキュラム内容とすることや、各産
業団体等と連携して幅広く周知すること等により、より多くの従業員等
の参加を促しデジタルリテラシーの向上を図っていく必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：沖縄型総合就業支援拠点形成事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～

部 課 等 名：商工労働部 雇用政策課

１ 事業の目的・内容：
女性、高齢者、障害者など個々のニーズに応じ、生活から就職までをワンスト

ップで支援する総合就業支援拠点「グッジョブセンターおきなわ」において、き
め細かな支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄型総 60,767 １ 沖縄型総合就 61,358 １ 沖縄型総合就 最終予算額

合就業支 業支援拠点形成 業支援拠点形成 61,457
援拠点形 事業 事業 執行率
成事業 99.8％

・生活から就労ま ・グッジョブセン 不用額
でをワンストップ ターおきなわの管 99
で支援する総合的 理運営及び入居機
な 就 業 支 援 拠 点 関等の関係機関と
（グッジョブセン の連絡調整を行う
ターおきなわ）の ことにより、延べ
管理運営を行うと 45,306人の利用が
ともに、センター あり、 2 , 6 1 2人の
の拠点機能を高め 就職に繋がった。
るため、入居機関 就職率は 46.9％と
等の関係機関との なった。
連絡調整を行う。

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄型総合就業支援拠点形成事業
効果： 窓口の一元化によって支援体制が充実し、求職者や事業主等のニーズ

に合ったより適切な支援が実施できた。
課題： 新型コロナウイルス感染症の影響により、セミナーや各種説明会が制

限されていたこと等による利用者数の伸び悩みや、県内の人手不足の状
況を踏まえ、引き続き入居機関等の関係機関と連携し、求職者や企業の
ニーズに合った取組を強化する必要がある。

基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：奨学金返還支援事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和７年度

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
県内中小企業の人材確保・定着を支援するため、企業が従業員に対して行う奨

学金返還支援に対し、企業が負担する経費の一部を補助する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

即戦力人 6,000 １ 奨学金返還支 1,929 １ 奨学金返還支 最終予算額

材マッチ 援事業 援事業 1,929
ング事業 執行率

・従業員の奨学金 ・従業員の奨学金 32.1％
返還支援に取り組 返還支援に取り組 不用額
む県内企業に対す む県内企業 16社に 4,071
る補助を行う。 対 し て 補 助 を 行

い、 82名の従業員
の奨学金返還を支
援した。

３ 事業の効果 /課題
(1) 奨学金返還支援事業
効果： 従業員の奨学金返還に取り組む県内企業 16社に対して補助金を交付し、

82名の従業員の奨学金返還を支援した。この補助金を契機に制度を導入
する企業も出始めており、奨学金返済負担を抱える従業員の負担軽減に
つながっている。

課題： 県内でまだ奨学金返還支援制度のメリットへの理解が浸透しておらず、
また企業に制度に関するノウハウがないことから奨学金返還支援制度を
導入している企業が県内に少ないことが課題となっている。
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基 本 項 目：「新時代沖縄」の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：奨学金返還支援事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和７年度

部 課 等 名：商工労働部 産業政策課

１ 事業の目的・内容
県内中小企業の人材確保・定着を支援するため、企業が従業員に対して行う奨

学金返還支援に対し、企業が負担する経費の一部を補助する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

即戦力人 6,000 １ 奨学金返還支 1,929 １ 奨学金返還支 最終予算額

材マッチ 援事業 援事業 1,929
ング事業 執行率

・従業員の奨学金 ・従業員の奨学金 32.1％
返還支援に取り組 返還支援に取り組 不用額
む県内企業に対す む県内企業 16社に 4,071
る補助を行う。 対 し て 補 助 を 行

い、 82名の従業員
の奨学金返還を支
援した。

３ 事業の効果 /課題
(1) 奨学金返還支援事業
効果： 従業員の奨学金返還に取り組む県内企業 16社に対して補助金を交付し、

82名の従業員の奨学金返還を支援した。この補助金を契機に制度を導入
する企業も出始めており、奨学金返済負担を抱える従業員の負担軽減に
つながっている。

課題： 県内でまだ奨学金返還支援制度のメリットへの理解が浸透しておらず、
また企業に制度に関するノウハウがないことから奨学金返還支援制度を
導入している企業が県内に少ないことが課題となっている。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：デジタル人材 UIJターン支援事業（継続）

事 業 期 間：令和３年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 企業立地推進課

１ 事業の目的・内容
県内企業の高付加価値化及び DXの実現を通じた県内全産業の発展を図るため、 U

IJターン IT技術者確保の支援及び先端 IT企業の立地を促進するための取組を実施
する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

デジタル 29,184 １ デジタル人材 27,482 １ デジタル人材 ☆
人 材 U I J U I Jターン支援 U I Jターン支援 最終予算額

ターン支 事業 事業 29,184
援事業 執行率

沖縄への U I Jタ 沖縄への U I Jタ 94.1％
ーンを前提にした ーンを前提にした 不用額
IT技術者の採用活 IT技術者の採用活 1,702
動の支援及び高度 動の支援及び高度
IT人材を引き付け IT人材を引き付け
る先端 IT企業の立 る先端 IT企業の立
地 促 進 を 実 施 す 地 促 進 を 実 施 し
る。 た。

・ U I Jターン I T技
術者マッチングイ
ベント ５回
・お試し移住・イ
ンターン ５名
・ IT企業県内立地
トライアル ９社

３ 事業の効果 /課題
(1) デジタル人材 UIJターン支援事業
効果： マッチングイベント及びインターンの実施により、県内企業の採用活

動を支援するとともに、 UIJターンを希望する IT技術者の移住・転職の後
押しに繋がった。
また、立地トライアルの実施により、県外 IT企業の代表者等に、県内

のビジネス環境について理解を深めていただき、立地の意向を高めるこ
とに繋がった。

課題： 立地企業を対象とした調査では、沖縄への立地後に課題と感じたこと
について、「人材不足」を挙げた企業は 60％を超えており、高度 IT人材
の持続的な確保が必要である。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：稼ぐ企業連携支援事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和 13年度

部 課 等 名：商工労働部 マーケティング戦略推進課

１ 事業の目的・内容
県内中小企業者の収益力や生産性の向上、域内経済循環等を促進するため、事

業者が連携して取り組むプロジェクトを広く公募・採択し、経営支援を行うとと
もにプロジェクト推進に要する経費を補助する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

稼ぐ企業 139,932 １ 稼ぐ企業連携 103,605 １ 稼ぐ企業連携 ☆
連携支援 支援事業 支援事業 最終予算額

事業 139,932
・県内中小企業者 ・県内中小企業者 執行率
の収益力や生産性 の収益力や生産性 74％
の向上、域内経済 の向上、域内経済 不用額
循環等に資する事 循環等に資する事 36,327
業者が連携して取 業者が連携して取
り組むプロジェク り組むプロジェク
トを広く公募・採 トを広く公募・採
択し、経営支援を 択し、経営支援を
行うとともにプロ 行うとともにプロ
ジェクト推進に要 ジェクト推進に要
する経費を補助す する経費を補助し
る。 た（ 10件）

３ 事業の効果 /課題
(1) 稼ぐ企業連携支援事業
効果：売上額の増加した企業数 14社
課題：事業者が自社の強みや経営課題を把握し、効果的な連携策を検討するこ

とが必要である。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：稼ぐ企業連携支援事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和 13年度

部 課 等 名：商工労働部 マーケティング戦略推進課

１ 事業の目的・内容
県内中小企業者の収益力や生産性の向上、域内経済循環等を促進するため、事

業者が連携して取り組むプロジェクトを広く公募・採択し、経営支援を行うとと
もにプロジェクト推進に要する経費を補助する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

稼ぐ企業 139,932 １ 稼ぐ企業連携 103,605 １ 稼ぐ企業連携 ☆
連携支援 支援事業 支援事業 最終予算額

事業 139,932
・県内中小企業者 ・県内中小企業者 執行率
の収益力や生産性 の収益力や生産性 74％
の向上、域内経済 の向上、域内経済 不用額
循環等に資する事 循環等に資する事 36,327
業者が連携して取 業者が連携して取
り組むプロジェク り組むプロジェク
トを広く公募・採 トを広く公募・採
択し、経営支援を 択し、経営支援を
行うとともにプロ 行うとともにプロ
ジェクト推進に要 ジェクト推進に要
する経費を補助す する経費を補助し
る。 た（ 10件）

３ 事業の効果 /課題
(1) 稼ぐ企業連携支援事業
効果：売上額の増加した企業数 14社
課題：事業者が自社の強みや経営課題を把握し、効果的な連携策を検討するこ

とが必要である。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：地域ビジネス力育成強化事業（継続）

事 業 期 間：平成 27年度～

部 課 等 名：商工労働部 中小企業支援課

１ 事業の目的・内容
地域間連携体による中小企業振興又は地域活性化に資するプロジェクトに対す

る補助を行い、ハンズオン支援とともに一体的に支援する。
また、広域的な地域間連携で他とは異なる取り組みを創造し、「稼ぐ力」を向

上させ持続可能なビジネスチャンスを広げる組織、人財育成を支援する。

２ 事業の実績

（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

地域ビジ 51,698 １ 地域ビジネス 45,657 １ 地域ビジネス ☆
ネス力育 力育成強化事業 力育成強化事業 最終予算額

成強化事 51,698
業 ・地域に根差した ・地域に根差した 執行率

中小企業支援等を 中小企業支援等を 88.3％
行う地域間連携体 行う地域間連携体 不用額
制の取組に対し、 制の取組に対し、 6,041
地域間連携に係る 地域間連携に係る
ハンズオン支援と ハンズオン支援と
ともに経費を支援 ともに経費を支援
する。 した。

補助件数：３件

３ 事業の効果 /課題
(1) 地域ビジネス力育成強化事業
効果： 地域間連携体の取組件数３件
課題： より具体的かつ現実的なビジョンを持って各連携体がプロジェクトを

進められるよう、年度毎の成果目標等を連携体内で十分議論し、共有し
ていくほか、地域間連携を推進できる人材の育成を図る。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：外国人技能実習生等受入企業緊急支援事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度

部 課 等 名：商工労働部 労働政策課

１ 事業の目的・内容
国の新型コロナウイルス感染症の水際対策において国から要請される待機、公

共交通機関の不使用、又那覇空港国際線ターミナル閉鎖に伴う移送経費を負担す
る企業に対する補助を行い、県内企業の外国人材の確保を支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

外国人技 78,177 １ 外国人技能実 4,580 １ 外国人技能実 最終予算額

能実習生 習生等受入企業 習生等受入企業 11,395
等受入企 緊急支援事業 緊急支援事業 執行率
業緊急支 40.2％
援事業 ・県内企業等が、 ・国による新型コ 不用額

海外から外国人技 ロナウイルス感染 6,815
能実習生等を受け 症における水際対
入れる際、国によ 策において、外国
る新型コロナウイ 人技能実習生等の
ルス感染症の水際 入国後に国から要
対策に対応するた 請された待機期間
めに、負担する経 に要した費用等を
費等について支援 負担した企業等に
を行う。 対し補助を行い、

外国人材の確保を
・交付対象者：外 支援した。
国人技能実習生等
を受け入れた県内 ・支援件数 41事
企業、監理団体等 業所（技能実習生
技能実習生 468人 等受入 157人分）
特定技能 178人
計 646人

３ 事業の効果 /課題
(1) 外国人技能実習生等受入企業緊急支援事業
効果： 国の水際対策において、 令和４年６月以降の緩和措置により本事業の

支援対象となる企業等が減少したため、当初期待された規模の効果は得
られなかったが、支援件数 41事業所、技能実習生等受入 157人分について
支援することがができた。

４ その他
令和４年度のみ実施。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：外国人技能実習生等受入企業緊急支援事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度

部 課 等 名：商工労働部 労働政策課

１ 事業の目的・内容
国の新型コロナウイルス感染症の水際対策において国から要請される待機、公

共交通機関の不使用、又那覇空港国際線ターミナル閉鎖に伴う移送経費を負担す
る企業に対する補助を行い、県内企業の外国人材の確保を支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

外国人技 78,177 １ 外国人技能実 4,580 １ 外国人技能実 最終予算額

能実習生 習生等受入企業 習生等受入企業 11,395
等受入企 緊急支援事業 緊急支援事業 執行率
業緊急支 40.2％
援事業 ・県内企業等が、 ・国による新型コ 不用額

海外から外国人技 ロナウイルス感染 6,815
能実習生等を受け 症における水際対
入れる際、国によ 策において、外国
る新型コロナウイ 人技能実習生等の
ルス感染症の水際 入国後に国から要
対策に対応するた 請された待機期間
めに、負担する経 に要した費用等を
費等について支援 負担した企業等に
を行う。 対し補助を行い、

外国人材の確保を
・交付対象者：外 支援した。
国人技能実習生等
を受け入れた県内 ・支援件数 41事
企業、監理団体等 業所（技能実習生
技能実習生 468人 等受入 157人分）
特定技能 178人
計 646人

３ 事業の効果 /課題
(1) 外国人技能実習生等受入企業緊急支援事業
効果： 国の水際対策において、 令和４年６月以降の緩和措置により本事業の

支援対象となる企業等が減少したため、当初期待された規模の効果は得
られなかったが、支援件数 41事業所、技能実習生等受入 157人分について
支援することがができた。

４ その他
令和４年度のみ実施。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：稼ぐ県産品支援事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和 13年度

部 課 等 名：商工労働部 マーケティング戦略推進課

１ 事業の目的・内容
県産品の商品力を高めるための専門家によるセミナーや助言、プロモーション

展開のほか、県外の様々な販売チャネルやマッチング機会を活用し、県産品の販
路拡大に向けた総合的な支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

稼ぐ県産 74,857 １ 稼ぐ県産品支 45,048 １ 稼ぐ県産品支 ☆
品支援事 援事業 援事業 最終予算額

業 59,178
執行率
76.1％
不用額
14,130

17,270 ・県産品のブラン 11,096 ・生活提案型商業 最終予算額

ド形成や高付加価 施設（セレクトシ 17,270
値化を図るため、 ョップ）において 執行率
生活提案型商業施 プロモーションを 64.3％
設（セレクトショ 実施した。（８回） 不用額
ップ）でプロモー 6,174
ションを行う。

8,629 ・商品力を高める 6,768 ・商品力を高める 最終予算額

ため、マーケティ ためのマーケティ 8,629
ングや品質管理等 ングセミナーを実 執行率
に関するセミナー 施し、 16社の参加 78.4％
やハンズオン支援 があり、 11社に対 不用額
を実施する。 するハンズオン支 1,861

援を行った。

48,958 ・県内企業の県外 27,184 ・ 沖 縄 フ ェ ア 開 最終予算額

展開を促進するた 催、商品開発、商 33,279
め、沖縄フェア開 談会への出展等に 執行率
催、商品開発、商 対 す る 補 助 を 行 81.7％
談会への出展等の い、県内企業の県 不用額
支援を行う。 外 展 開 を 促 進 し 6,095

た。（ 25件）

３ 事業の効果 /課題
(1) 稼ぐ県産品支援事業
効果： 県外の生活提案型商業施設（セレクトショップ）において、プロモー

ションを８回（８店舗）で開催したことにより、県産品のブランド形成
や高付加価値化につながった。
また、県外展開に積極的に取り組む県内企業の商談会出展、商品開発

に対する補助を行うほか、県外市場での販路拡大に向けたマーケティン
グ、商品開発、品質管理等に関するセミナーやハンズオン支援を実施し
たことにより、県産品の販路拡大、人材育成等に繋がった。

課題： 県内では零細企業が多く、マーケティング力が脆弱な企業が多いため、
県産品の高付加価値化や県外における販路拡大の推進には、県外市場の
ニーズに合った競争力のある商品開発等が求められる。
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３ 事業の効果 /課題
(1) 稼ぐ県産品支援事業
効果： 県外の生活提案型商業施設（セレクトショップ）において、プロモー

ションを８回（８店舗）で開催したことにより、県産品のブランド形成
や高付加価値化につながった。
また、県外展開に積極的に取り組む県内企業の商談会出展、商品開発

に対する補助を行うほか、県外市場での販路拡大に向けたマーケティン
グ、商品開発、品質管理等に関するセミナーやハンズオン支援を実施し
たことにより、県産品の販路拡大、人材育成等に繋がった。

課題： 県内では零細企業が多く、マーケティング力が脆弱な企業が多いため、
県産品の高付加価値化や県外における販路拡大の推進には、県外市場の
ニーズに合った競争力のある商品開発等が求められる。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：国際航空物流機能強化推進事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和 13年度

部 課 等 名：商工労働部 アジア経済戦略課

１ 事業の目的・内容
県内事業者の商流やビジネス機会の維持・拡大を図るため、県内輸出事業者等

による輸出促進に向けた支援や国際食品商談会の開催支援に取り組むとともに、
那覇空港への国際航空便の復便・就航促進や貨物上屋の機能強化等に取り組む。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

国際航空 747,555 １ 国際航空物流 545,982 １ 国際航空物流 ☆
物流機能 機能強化推進事 機能強化推進事 最終予算額

強化推進 業 業 707,524
事業 執行率

77.2％
不用額
161,542

590,839 ・県内輸出事業者 443,499 ・航空コンテナス 最終予算額

等の生鮮品や高付 ペース確保事業を 590,839
加価値製品、ＥＣ 実施し、輸出事業 不用額
商材等の輸出を促 社への物流支援を 147,340
進する。 実施 した 。（ 9 7 7

トン）

64,000 ・国際食品商談会 63,900 ・沖縄大交易会開 最終予算額

の開催支援 催を支援した。（参 64,000
加バイヤー 248社、 不用額
サ プ ラ イ ヤ ー 4 1 3 100
社、商談件数
2,472件）

61,160 ・那覇空港への国 15,867 ・国際航空貨物便 最終予算額

際航空便の復便・ に対する地上ハン 21,129
就航促進や貨物上 ドリング費用補助 不用額
屋の機能強化等に 及び那覇空港貨物 5,262
取り組む。 ターミナル貨物上

屋入居事業者に対
する賃料補助等を
実施した。（地上
ハンドリング補助
２件、賃料補助２
件）

27,836 ・誘致コンサルテ 20,600 ・国際航空運送事 最終予算額

ィング会社による 業者の現状分析や 27,836
那覇空港への国際 国際航空運送事業 不用額
航空貨物便の誘致 者に対して、誘致 7,236
等 活動等を行った。

3,720 ・事務費 2,116 ・事務費 最終予算額

3,720
不用額
1,604

３ 事業の効果 /課題
(1) 国際航空物流機能強化推進事業
効果： 航空コンテナスペース確保事業の実施により県内農水産物等の輸出を

促進したが、夏場の台風襲来や鳥インフルエンザ発生の影響により、同
事業の利用実績は前年度を下回った。
また、沖縄大交易会では、リアルとオンラインを掛け合わせたハイブ

リッドによる商談会が開催され、国内外から 248社のバイヤー、 413社の
サプライヤーが参加し、商談件数は 2,472件となった。

課題： 今後、沖縄から海外への輸出促進に向けては、貨物輸送を行う国際航
空路線数及び便数の増加、貨物量と輸送方法の確保のための機材大型化
を促進する必要がある。
また、沖縄大交易会では、ハイブリッドによる切れ目のない商談会を

開催することで、成約額が過去最高を記録するなど一定の成果があった
ものの、オンライン商談のメリットが一部では浸透していなかった。そ
のため、オンライン商談に役立つセミナーを開催するとともに、優良バ
イヤーの発掘や新規サプライヤーの開拓に取り組み、更なる成約額及び
成約率の向上を図る。
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27,836 ・誘致コンサルテ 20,600 ・国際航空運送事 最終予算額

ィング会社による 業者の現状分析や 27,836
那覇空港への国際 国際航空運送事業 不用額
航空貨物便の誘致 者に対して、誘致 7,236
等 活動等を行った。

3,720 ・事務費 2,116 ・事務費 最終予算額

3,720
不用額
1,604

３ 事業の効果 /課題
(1) 国際航空物流機能強化推進事業
効果： 航空コンテナスペース確保事業の実施により県内農水産物等の輸出を

促進したが、夏場の台風襲来や鳥インフルエンザ発生の影響により、同
事業の利用実績は前年度を下回った。
また、沖縄大交易会では、リアルとオンラインを掛け合わせたハイブ

リッドによる商談会が開催され、国内外から 248社のバイヤー、 413社の
サプライヤーが参加し、商談件数は 2,472件となった。

課題： 今後、沖縄から海外への輸出促進に向けては、貨物輸送を行う国際航
空路線数及び便数の増加、貨物量と輸送方法の確保のための機材大型化
を促進する必要がある。
また、沖縄大交易会では、ハイブリッドによる切れ目のない商談会を

開催することで、成約額が過去最高を記録するなど一定の成果があった
ものの、オンライン商談のメリットが一部では浸透していなかった。そ
のため、オンライン商談に役立つセミナーを開催するとともに、優良バ
イヤーの発掘や新規サプライヤーの開拓に取り組み、更なる成約額及び
成約率の向上を図る。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：沖縄国際物流ハブ活用推進事業（継続）

事 業 期 間：平成 22年度～令和 13年度

部 課 等 名：商工労働部 アジア経済戦略課

１ 事業の目的・内容
沖縄国際物流ハブ機能を活用した県内事業者等の海外展開を支援するため、海

外渡航やバイヤー招聘、見本市出展費用の補助、海外ＥＣサイトを活用した販路
拡大、県産品全体の認知度向上、定番商品化に向けた取組等を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄国際 125,399 １ 沖縄国際物流 103,667 １ 沖縄国際物流 ☆
物流ハブ ハブ活用推進事 ハブ活用推進事 最終予算額

活用推進 業 業 110,623
事業 執行率

93.7％
不用額
6,956

24,500 ・県産品の海外販 24,281 ・県産品の海外販 最終予算額

路開拓のため、現 路開拓のため、テ 24,500
地でのテストマー ストマーケティン 不用額
ケティングやプロ グやプロモーショ 219
モーション等の実 ン等の実証検証を
証検証を行う。 ３カ国（中国・韓

国 ・ シ ン ガ ポ ー
ル）において行っ
た。

73,321 ・県内事業者の販 60,419 ・県内事業者の販 最終予算額

売促進支援や商品 売促進支援、商品 64,564
改良支援など、県 改良支援など、県 不用額
内事業者の商流支 内事業者の商流構 4,145
援を行う。併せて、 築支援（ 35件）を
一定の輸出実績等 行った。併せて、
を有する中核的事 一定の輸出実績等
業者への更なる販 を有する中核的事
路 拡 大 支 援 の た 業者への更なる販
め、新たに、ブラ 路拡大支援のため
ンド構築、新商品 新たにブランド構
開発、ＥＣサイト 築、新商品開発、
構築等の支援を行 ＥＣサイト構築に
う。 係る支援（４件）

を行った。

10,000 ・新たな県産品販 3,981 ・新たな県産品販 最終予算額

路拡大の手法確立 路拡大の手法確立 3,981
のため、海外ＥＣ のため、海外ＥＣ
サイトの活用を促 サ イ ト 活 用 促 進
進する。 （１件）を行った。

11,000 ・他県と連携した 11,000 ・他県と連携した 最終予算額

ハブ活用促進商談 ハブ活用促進商談 11,000
会や海外でのオン 会（３県）や海外
ラインを活用した でのプロモーショ
プロモーション等 ン等（２市場）を
を開催する。 実施した。

1,400 ・県内事業者によ 455 ・県内事業者によ 最終予算額

る県外商談会への る県外商談会への 1,400
参加のための渡航 参加のための渡航 不用額
支援及び海外流通 支援（５件）及び 945
事業者の招聘に係 海外流通事業者の
る支援を行う。 招 聘 に 係 る 支 援

（１件）を行った。

5,178 ・事務費 3,531 ・事務費 最終予算額

5,178
不用額
1,647

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄国際物流ハブ活用推進事業
効果： 民間企業等による海外展開の取組への支援等を行い、県内年間輸出額

の増加（令和３年から約５億円増）に寄与することができた。
課題： 更なる輸出拡大に向けて、引き続き海外での沖縄フェアや商談会の実

施による認知度向上や小売店舗等における商品の定番化を促進するとと
もに、沖縄国際物流ハブ機能のＰＲに取り組む必要がある。また、拡大
する越境ＥＣ市場に対応する取組に対し支援を行っていく必要がある。
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10,000 ・新たな県産品販 3,981 ・新たな県産品販 最終予算額

路拡大の手法確立 路拡大の手法確立 3,981
のため、海外ＥＣ のため、海外ＥＣ
サイトの活用を促 サ イ ト 活 用 促 進
進する。 （１件）を行った。

11,000 ・他県と連携した 11,000 ・他県と連携した 最終予算額

ハブ活用促進商談 ハブ活用促進商談 11,000
会や海外でのオン 会（３県）や海外
ラインを活用した でのプロモーショ
プロモーション等 ン等（２市場）を
を開催する。 実施した。

1,400 ・県内事業者によ 455 ・県内事業者によ 最終予算額

る県外商談会への る県外商談会への 1,400
参加のための渡航 参加のための渡航 不用額
支援及び海外流通 支援（５件）及び 945
事業者の招聘に係 海外流通事業者の
る支援を行う。 招 聘 に 係 る 支 援

（１件）を行った。

5,178 ・事務費 3,531 ・事務費 最終予算額

5,178
不用額
1,647

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄国際物流ハブ活用推進事業
効果： 民間企業等による海外展開の取組への支援等を行い、県内年間輸出額

の増加（令和３年から約５億円増）に寄与することができた。
課題： 更なる輸出拡大に向けて、引き続き海外での沖縄フェアや商談会の実

施による認知度向上や小売店舗等における商品の定番化を促進するとと
もに、沖縄国際物流ハブ機能のＰＲに取り組む必要がある。また、拡大
する越境ＥＣ市場に対応する取組に対し支援を行っていく必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：航空関連産業クラスター形成促進事業（継続）

事 業 期 間：平成 25年度～令和９年度

部 課 等 名：商工労働部 企業立地推進課

１ 事業の目的・内容
那覇空港内に整備した航空機整備施設を起点に航空関連産業クラスターを形成

するため、企業誘致や人材確保に資する国内外でのプロモーション活動や広報活
動及び調査等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

航空関連 20,592 １ 航空関連産 17,830 １ 航空関連産 ☆
産業クラ 業クラスター 業クラスター 最終予算額

スター形 形成促進事業 形成促進事業 20,592
成促進事 執行率
業 ・国内外での展 ・国内外での展 86.6％

示会、セミナー 示会等は、新型 不用額
等のプロモーシ ｺﾛﾅ ｳ ｲ ﾙ ｽ感染症 2,762
ョン活動等や、 拡大防止の観点
航空関連産業人 から中止したも
材育成・確保支 のの、誘致ﾀｰｹﾞ
援に向けた関係 ｯﾄ企業への個別
機関と連携した 訪問によるﾌﾟﾛﾓ
広 報 ・ 周 知 等 ｰｼｮﾝ活動等を行
（教育機関等） うとともに、
の取り組みを行 人材育成・確保
う。 支 援 に 向 け て

は、新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽ感 染 症 拡 大 防
止の観点から規
模を縮小して、
国立高専の生徒
等による航空機
整備施設の見学
を実施した。

３ 事業の効果 /課題
(1) 航空関連産業クラスター形成促進事業

効果： 航空機整備事業を中心とした航空関連産業クラスター形成に向けて、
本県の取組や特区制度等のプロモーション等を実施することにより、
県内航空機整備事業者と県外企業とのマッチングを行った。

また、工学系の学生向けに企業説明会の開催支援を行い、県内工業系
人材の雇用の場を創出した。

課題： 航空関連産業クラスター形成に向けた企業集積を図るうえで、企業
誘致活動や人材の育成・確保等に引き続き取り組む必要がある。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：沖縄県投資環境プロモーション事業（継続）

事 業 期 間：平成 26年度～令和 13年度

部 課 等 名：商工労働部 企業立地推進課

１ 事業の目的・内容
国内外企業の立地促進を目的とした、沖縄県の投資環境をＰＲするための広報

活動等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄県投 45,960 １ 沖縄県投資環 44,911 １ 沖縄県投資環 ☆
資環境プ 境プロモーショ 境プロモーショ 最終予算額

ロモーシ ン事業 ン事業 45,960
ョン事業 執行率

国内外の展示会 国内外の展示会 97.7％
への出展及び企業 への出展及び企業 不用額
誘致セミナーの開 誘致セミナーの開 1,049
催、視察ツアー等 催、投資環境ツア
により沖縄の投資 ー等により沖縄の
環 境 等 を Ｐ Ｒ す 投資環境等をＰＲ
る。 した。

・展示会 ４回
・セミナー２回
・視察ツアー１回

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄県投資環境プロモーション事業
効果： 企業誘致セミナーの実施、展示会出展を通じて沖縄県における投資環

境の PRを行った。これまでの継続した取組により、情報通信関連企業
501社（令和３年度末時点）、旧うるま地区への製造・物流関連企業 84社
（令和４年度末時点）の立地につながっている。

課題： 県内企業の DXの底上げや新ビジネスにつながる取組を展開する企業の
誘致を行い、県内企業との連携・共創を促進するため、引き続き効果的
かつきめ細やかなプロモーション活動を行う必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：沖縄県投資環境プロモーション事業（継続）

事 業 期 間：平成 26年度～令和 13年度

部 課 等 名：商工労働部 企業立地推進課

１ 事業の目的・内容
国内外企業の立地促進を目的とした、沖縄県の投資環境をＰＲするための広報

活動等を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

沖縄県投 45,960 １ 沖縄県投資環 44,911 １ 沖縄県投資環 ☆
資環境プ 境プロモーショ 境プロモーショ 最終予算額

ロモーシ ン事業 ン事業 45,960
ョン事業 執行率

国内外の展示会 国内外の展示会 97.7％
への出展及び企業 への出展及び企業 不用額
誘致セミナーの開 誘致セミナーの開 1,049
催、視察ツアー等 催、投資環境ツア
により沖縄の投資 ー等により沖縄の
環 境 等 を Ｐ Ｒ す 投資環境等をＰＲ
る。 した。

・展示会 ４回
・セミナー２回
・視察ツアー１回

３ 事業の効果 /課題
(1) 沖縄県投資環境プロモーション事業
効果： 企業誘致セミナーの実施、展示会出展を通じて沖縄県における投資環

境の PRを行った。これまでの継続した取組により、情報通信関連企業
501社（令和３年度末時点）、旧うるま地区への製造・物流関連企業 84社
（令和４年度末時点）の立地につながっている。

課題： 県内企業の DXの底上げや新ビジネスにつながる取組を展開する企業の
誘致を行い、県内企業との連携・共創を促進するため、引き続き効果的
かつきめ細やかなプロモーション活動を行う必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：産学官連携製品開発支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和６年度

部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課

１ 事業の目的・内容
県内企業を中心とした産学官連携等共同体による本県の地域資源等を活用した

製品開発プロジェクトに対して開発費の補助を行うとともに、専門人材によるハ
ンズオン支援や製品開発に向けて必要な講座を実施し、競争力の高いものづくり
産業を創出する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

産学官連 56,377 １ 産学官連携製 46,517 １ 産学官連携製 ☆
携製品開 品開発支援事業 品開発支援事業 最終予算額

発支援事 56,377
業 ・県内ものづくり ・県内ものづくり 執行率

企業、試験研究機 企業、試験研究機 82.5％
関等からなる共同 関等からなる共同 不用額
研究体による製品 研究体による製品 9,860
開発プロジェクト 開発プロジェクト
を３件補助すると を３件補助したと
ともに、受託事業 ともに、受託事業
者にコーディネー 者にコーディネー
ターを配置し、補 ターを配置し、補
助事業者の製品開 助事業者の製品開
発の進捗管理等の 発の進捗管理等の
ハ ン ズ オ ン 支 援 ハ ン ズ オ ン 支 援
と、製品開発講座 と、製品開発講座
を１回実施する。 を１回実施した。

３ 事業の効果 /課題
(1) 産学官連携製品開発支援事業
効果：本事業の製品開発プロジェクトにおいて、沖縄産カイコを活用した疾患

関連タンパク質製品や、月桃を活用した高付加価値機能性素材、サステ
ィナブル製法によるラム酒などが開発された。

課題：補助により開発した製品を本格的に販売できる商品にするためには、量
産体制の整備や特許の取得など、それぞれの課題に応じたフォローアッ
プが必要である。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：ものづくり生産性向上支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和８年度

部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課

１ 事業の目的・内容
県内ものづくりの生産性向上を図るため、県内企業の生産技術開発等を支援す

るとともに、県内製造業へ生産技術等の普及を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ものづく 47,957 １ ものづくり生 35,502 １ ものづくり生 ☆
り生産性 産性向上支援事 産性向上支援事 最終予算額

向上支援 業 業 47,957
事業 執行率

・工業技術センタ ・工業技術センタ 74.0％
ーと共同で生産性 ーと共同で生産性 不用額
を向上させる技術 を向上させる技術 12,455
開発を行う県内企 開発を行う県内企
業に対し、経費を 業に対し、経費を
４件補助する。ま ５件補助した。ま
た、専門家による た、専門家による
ハンズオン支援や ハンズオン支援や
開発した技術を普 開発した技術を普
及する。 及した。

３ 事業の効果 /課題
(1) ものづくり生産性向上支援事業
効果： 工業技術センターとの共同開発において、自動化による作業者の負担

軽減、作業効率の向上及び製造工程の一部機械化による生産数増加など、
県内企業の生産性向上に寄与した。

課題： 開発した技術の定着や、実際に生産性向上の効果が確認出来るまでに
時間を要するため、継続的なフォローアップ支援が必要である。
また、普及する成果については、汎用性を高めるためのブラッシュ

アップが必要である。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：ものづくり生産性向上支援事業（継続）

事 業 期 間：平成 24年度～令和８年度

部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課

１ 事業の目的・内容
県内ものづくりの生産性向上を図るため、県内企業の生産技術開発等を支援す

るとともに、県内製造業へ生産技術等の普及を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

ものづく 47,957 １ ものづくり生 35,502 １ ものづくり生 ☆
り生産性 産性向上支援事 産性向上支援事 最終予算額

向上支援 業 業 47,957
事業 執行率

・工業技術センタ ・工業技術センタ 74.0％
ーと共同で生産性 ーと共同で生産性 不用額
を向上させる技術 を向上させる技術 12,455
開発を行う県内企 開発を行う県内企
業に対し、経費を 業に対し、経費を
４件補助する。ま ５件補助した。ま
た、専門家による た、専門家による
ハンズオン支援や ハンズオン支援や
開発した技術を普 開発した技術を普
及する。 及した。

３ 事業の効果 /課題
(1) ものづくり生産性向上支援事業
効果： 工業技術センターとの共同開発において、自動化による作業者の負担

軽減、作業効率の向上及び製造工程の一部機械化による生産数増加など、
県内企業の生産性向上に寄与した。

課題： 開発した技術の定着や、実際に生産性向上の効果が確認出来るまでに
時間を要するため、継続的なフォローアップ支援が必要である。
また、普及する成果については、汎用性を高めるためのブラッシュ

アップが必要である。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：製造業県内発注促進事業（継続）

事 業 期 間：平成 28年度～令和８年度

部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課

１ 事業の目的・内容
県内製造業の情報収集及びマッチング支援と専門家派遣など総合支援を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

製造業県 18,897 １ 製造業県内発 16,351 １ 製造業県内発 ☆
内発注促 注促進事業 注促進事業 最終予算額

進事業 18,897
・県内製造業への ・県内製造業 220社 執行率
発注を促進するた を訪問し、企業間 86.5％
め、県内製造業 100 マッチングを 2 6件 不用額
社を訪問し、企業 実施した。 2,546
間マッチングを 5 0
件実施する。

３ 事業の効果 /課題
(1) 製造業県内発注促進事業
効果： 本事業により、県内製造業 220社を訪問し、業務内容や保有機械設備な

どの情報収集を行い、 26件の企業間マッチングの実施に対し、 10件の契
約に向けた調整を進めることができた。

課題： 新型コロナウイルス拡大の影響により、企業間マッチング件数が目標
件数に届いておらず、コロナ禍以前の件数を目指す必要がある。また、
企業間マッチング後、契約に至らなかった企業の経営課題に対するフォ
ローアップが必要である。

基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：島工藝おきなわ販路拡大推進事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和８年度

部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課

１ 事業の目的・内容
工芸産業の活性化を図るため、沖縄独自の魅力を活かした工芸品等の認知度向
上及び販売強化を促進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

島工藝お 31,250 １ 島工藝おきな 27,936 １ 島工藝おきな ☆
きなわ販 わ販路拡大推進 わ販路拡大推進 最終予算額

路拡大推 事業 事業 31,250
進事業 執行率

・広報やイベント ・広報誌掲載やタ 89.4％
出展等による沖縄 ペストリー制作等 不用額
の工芸品等の認知 の広報や、イベン 3,314
度向上、販売促進 ト出展等を 14件実
プロモーションの 施したほか、流通
実施に加え、工芸 事業者等の県外で
品の販売促進に繋 の工芸品展示販売
がる流通事業者等 会や商品開発等の
の販路拡大や商品 取組への補助を 11
開発等の取組への 件実施し、工芸品
支援を行う。 等の認知度向上及

び販売強化促進に
取り組んだ。

３ 事業の効果 /課題
(1) 島工藝おきなわ販路拡大推進事業
効果： 本事業により、広報誌掲載やタペストリー制作等による県工芸品の広

報や、イベント出展等を実施したことで、沖縄の工芸品の認知度向上及
び販売促進が図られた。また、工芸品の販売促進に繋がる流通事業者等
の県外での工芸品展示販売会や商品開発等の取組への補助により、売上
実績の向上に繋がった。

課題： コロナ禍からの回復後は、販売イベント等が増加することが予想され
ることから、より効果的に宣伝・普及ができるイベントを優先し取り組
む必要がある。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：産業の振興と雇用の創出・安定

重点施策事業名：島工藝おきなわ販路拡大推進事業（新規）

事 業 期 間：令和４年度～令和８年度

部 課 等 名：商工労働部 ものづくり振興課

１ 事業の目的・内容
工芸産業の活性化を図るため、沖縄独自の魅力を活かした工芸品等の認知度向
上及び販売強化を促進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

令 和 ４ 年 度

重点施策 計 画 実 績
備 考

事 業 名 当 初
事業内容 決算額 事業内容

予算額

島工藝お 31,250 １ 島工藝おきな 27,936 １ 島工藝おきな ☆
きなわ販 わ販路拡大推進 わ販路拡大推進 最終予算額

路拡大推 事業 事業 31,250
進事業 執行率

・広報やイベント ・広報誌掲載やタ 89.4％
出展等による沖縄 ペストリー制作等 不用額
の工芸品等の認知 の広報や、イベン 3,314
度向上、販売促進 ト出展等を 14件実
プロモーションの 施したほか、流通
実施に加え、工芸 事業者等の県外で
品の販売促進に繋 の工芸品展示販売
がる流通事業者等 会や商品開発等の
の販路拡大や商品 取組への補助を 11
開発等の取組への 件実施し、工芸品
支援を行う。 等の認知度向上及

び販売強化促進に
取り組んだ。

３ 事業の効果 /課題
(1) 島工藝おきなわ販路拡大推進事業
効果： 本事業により、広報誌掲載やタペストリー制作等による県工芸品の広

報や、イベント出展等を実施したことで、沖縄の工芸品の認知度向上及
び販売促進が図られた。また、工芸品の販売促進に繋がる流通事業者等
の県外での工芸品展示販売会や商品開発等の取組への補助により、売上
実績の向上に繋がった。

課題： コロナ禍からの回復後は、販売イベント等が増加することが予想され
ることから、より効果的に宣伝・普及ができるイベントを優先し取り組
む必要がある。


